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地域産業の振興

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

所管課 経済港湾課

　中小企業相談所において実施される各種事業を含めた運営経費のうち、北海道の「小規模事業指導推進費補助金」を除
いた金額に対して、留萌商工会議所と留萌市の双方で50％（予算の範囲内）を補助する。
　■中小規模事業指導推進費補助金　4,800千円　（Ｒ２　4,800千円）

継続 小規模事業者経営改善資金融資利子補給金 440 440

商工費 商工費 商工振興費 所管課 経済港湾課

　市内の小規模事業者が、小規模事業者経営改善資金融資（マル経資金）を受ける際、融資利率のうち１．０％以内、２
年以内を限度に利子の補給を行う。
　■小規模事業者経営改善資金融資利子補給金　440千円　（Ｒ２　1,350千円）

継続 中小規模事業指導推進費補助金 4,800 4,800

商工費

継続 住宅改修促進助成金 6,000 6,000

商工費 商工費 地域経済活性化対策費 所管課 経済港湾課

　中小企業振興条例、企業振興条例の見直しにより、民間活力を後押しするための新たな制度支援策として、地元企業に
対する支援のほか、企業誘致による新たな産業創出と雇用確保につながる取り組みに対する支援を検討する。
　■民間活力・企業振興制度検討事業　＜ゼロ予算事業＞

継続 地元若者人材育成事業 5,831 5,831

　市内建設事業者により住宅改修(100万円以上)を実施した施工主に対して、20万円を上限に助成する。
　■住宅改修促進助成金　6,000千円　（Ｒ２　6,000千円）

民間活力・企業振興制度検討事業

所管課 経済港湾課

基本政策 産業・港・雇用

基本施策

商工費 商工費 商工振興費 所管課 経済港湾課

　地域産業の活性化と起業の促進、働きやすい環境づくり
目指
す姿

●地域産業が元気で、地域経済が活発なまちにすること
●新しい雇用をつくり出し、市民の経済生活が安定したまちにすること

財源内訳
国・道 地方債 その他 一般財源

労働諸費

事業費

商工費 商工振興費

　地域外からのアドバイザーを招聘し、地元民間支援組織等が地元高校生をサポートしながら、高校生の商品開発等を通
じ、地域ビジネスを学ぶ機会を提供し、地元若者の人材育成や地域への定着、地元雇用の促進など定住人口の確保を図
る。
　■地元若者人材育成事業　5,831千円　（Ｒ２　5,827千円）

新規

新規継続/事業名/事業概要

　市が市内金融機関に預託し実施している中小企業特別融資のうち、新規創業及び設備投資への融資に係る保証料に対し
て、補給金支援（保証料の50/100以内、３年以内）を実施する。
　■中小企業特別融資保証料補給金　208千円　（Ｒ２　145千円）

所管課労働費

中小企業特別融資保証料補給金 208 208継続

労働諸費 経済港湾課

－ 1 －



一次産業の振興と地産地消の促進

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

農林水産課

　留萌市内において新たに漁業を営む者に対し、収入が安定していない初期の漁業経営を支援することにより経営の安定
化につなげる。
　■新規漁業就業者支援事業　4,124千円　（Ｒ２　3,324千円）

　私有林の計画的な森林整備を促進するため、国庫補助に対する上乗せ及び補助要件に満たない森林整備事業に対する支
援を実施する。
　■私有林等整備支援事業補助金　5,177千円

継続 新規漁業就業者支援事業 4,124 4,100 24

農林水産業費 水産業費 水産業振興費 所管課 農林水産課

　これまでの研究成果をもとに、資源増大策の事業化、産学官連携による試験研究体制強化、活魚出荷や一時蓄養による
出荷調整など、高付加価値化と安定供給化に向けた水産物の流通改善策など、栽培と研究、流通の一体的な拠点施設の整
備を検討する。
　■留萌市水産研究・蓄養センター整備検討事業　＜ゼロ予算事業＞

水産業費 水産業振興費

531 531

産学官連携強化事業

所管課 農林水産課

　民有林の整備を担う森林組合や道、国等と連携し、森林資源の有効活用や林業の課題について調査・検討し、林業現場
の課題解決や持続的な森林整備の推進を図る。
　■森づくり対策調査事業　531千円　（Ｒ２　614千円）

継続

農林水産業費 林業費 林業振興費 所管課 農林水産課

森づくり対策調査事業

　新たな漁業資源の増大策や水産物の付加価値生産策について、産学官連携を強化した開発試験を展開する。
　■産学官連携強化事業　2,131千円　（Ｒ２　2,024千円）

農林水産業費

2,131

農林水産業費 林業費 林業振興費 所管課 農林水産課

　森林台帳を活用し、適切な管理が行われていない森林所有者の抽出・選定を行い、経営管理の意向調査を実施する。
　■森林経営管理事業　1,648千円　（Ｒ２　7,514千円）

新規 留萌市水産研究・蓄養センター整備検討事業

新規 私有林等整備支援事業補助金 5,177 5,177

農林水産業費 林業費 林業振興費 所管課

基本施策

継続

所管課

2,131継続

農林水産業費 農業費 農業振興費 所管課

　情報通信技術や自動運転技術を活用し、農業従事者の減少や高齢化等による労働力不足の解消、農作業の省力化や生産
コストの低減など、農業従事者の負担軽減につながる取り組みを研究する。
　■スマート農業推進事業　126千円　（Ｒ２　126千円）

農林水産課

農業費 農地費 農林水産課

　農業の生産基盤整備を促進するため、道営により農地、水利施設の整備を行う際の生産者の負担軽減支援を行う。
　■農業競争力基盤強化特別対策事業負担金　2,589千円　（Ｒ２　5,488千円）

国・道 地方債 その他 一般財源

●地域の食を支える生産基盤を守り、発展させること
●農漁業・農漁村を支える新たな担い手を育成・確保すること
●森林が有する公益的な機能を守り、維持させること
●持続可能な漁業の操業体制を確立すること

事業費
財源内訳

46

所管課

継続 農業競争力基盤強化特別対策事業負担金 2,589 2,005 500

農業費

新規継続/事業名/事業概要

スマート農業推進事業    126

農林水産業費

新規就農者支援事業

継続 森林経営管理事業 1,648 1,648

農業振興費 所管課 農林水産課

84

　留萌市内において新たに農業を営む者に対し、収入が安定していない初期の営農を支援することにより経営の安定化に
つなげる。
　■新規就農者支援事業　2,346千円　（Ｒ２　6,679千円）

2,300

農林水産課

継続 2,346

126

農林水産業費

－ 2 －



魅力の創造と発信

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

　市民団体が主導し誘致活動を展開する音楽合宿を支援し地域交流による関係・交流人口の拡大を図る。
　■音楽合宿のまち「るもい」事業　3,644千円　（Ｒ２　4,615千円）

　都市部等への物販ＰＲ、旭川圏・札幌圏での観光ＰＲ、市内イベント・かずの子ＰＲを実施する。
　また、道の駅開業を契機とした新たな観光誘客に向けて、市の地域戦略と新たな観光グランドデザインを再構築するた
め、観光、消費動向や域外からの消費流入を増加させるための周遊資源の分析など、官民連携による調査研究を実施する。
　■観光・地域ブランド力向上事業　9,162千円

3,644

総務費 総務管理費 企画調整費 所管課 政策調整課

継続 音楽合宿のまち「るもい」事業 3,644

継続

新規

　道の駅運営に係る、アンテナ・チャレンジショップ（仮設施設）の管理経費及び、繁忙期に係る駐車場交通誘導警備費の
ほか、新たにソフト事業（コンシェルジュ育成・機能拡充及び道の駅での新商品開発支援）を実施する。
　■道の駅るもい運営事業　9,059千円

新規 道の駅るもい整備事業 555,983 216,940 324,200 14,843

土木費 都市計画費 公園管理費 所管課 政策調整課

　道の駅るもいの中核施設として、特産品や新商品等を取り扱うアンテナショップやカフェ、屋内遊戯室や休憩室などの複
合機能を有する交流施設を整備する。また、都市再生整備計画に基づき、広域交流拠点形成に向けた、誘導サイン設置（入
口、市道早道通りでの案内標識）、国道交差部の市道車道部の右折カラーレーン化（令和３年度は舗装設計のみ）を実施す
る。
　■道の駅るもい整備事業　555,983千円

2,340

土木費 都市計画費 公園管理費 所管課 政策調整課

その他 一般財源
新規継続/事業名/事業概要 事業費

財源内訳
国・道 地方債

基本政策 観光・交流

　魅力あふれる留萌ブランドの発信とおもてなしの向上

基本施策

●市民がまちの魅力を共有し、交流を深め、経済・文化が活発なまちにすること
●船場公園・管理棟を核とした交流人口を拡大すること
●市民に愛され、親しまれる港があるまちにすること

目指
す姿

政策調整課

41

　地域と多様に関わる「関係人口」の創出や地域間交流の拡大を目的に、ふるさと納税寄附者などを対象とした感謝祭やス
ポーツ等の合宿支援を行うとともに、市内在住者の住みよいまちづくりを推進するため、主に若い世代を対象としたフリー
トークを開催する。
　また、市ＨＰにおける移住情報ページの拡充や動画作成などによる地域の魅力発信、移住体験企画の実施等により、留萌
市への移住を促進する。
　■関係・交流人口創出事業　3,441千円　（Ｒ２　4,604千円）

総務費 総務管理費 企画調整費 所管課

関係・交流人口創出事業 3,441 3,400

新規 道の駅るもい運営事業 9,059

経済港湾課

6,162

商工費 商工費 観光費 所管課

6,719

3,000観光・地域ブランド力向上事業 9,162

－ 3 －



健康の増進と地域医療の充実

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

社会保障の充実

(単位：千円)

款 項 目民生費 社会福祉費 乳幼児等医療費 所管課 市民課

継続 乳幼児等医療扶助費(拡大分) 24,974 24,974

一般財源

基本施策

●医療費適正化による持続可能な国民健康保険を安定的に運営すること
●後期高齢者医療制度を安定的に運営すること
●市民の健康増進と経済的負担の支援をすること
●万一の場合でも、市民が安心して生活できること

基本施策

●市民の健康を維持し、元気な市民がたくさんいるまちにすること
●市民が安心して暮らせる医療環境を提供すること
●高齢者がいきがいを持ち、安心して暮らせること

新規継続/事業名/事業概要 事業費
国・道 地方債

基本政策 健康・福祉

　市民の自発的な課題解決と安心した地域福祉・地域医療の充実
目指
す姿

　ＮＰＯ法人るもいコホートピアと連携し、独居高齢者の栄養実態等を把握するため、留萌市内に在住する65歳以上の独居
高齢者の悉皆名簿を作成し、戸別訪問及び無料検診を行い、身体的リスク等を把握、分析する。
　■地域リスク介入研究推進事業委託料　2,370千円　（Ｒ２　2,418千円）

継続 地域リスク介入研究推進事業委託料 2,370

衛生費 保健衛生費 予防費 所管課

2,370

保健医療課

　北海道特定不妊治療費助成事業の認定者に対し、経済的負担の軽減を図るため、北海道で助成した額の半額を上限に上乗
せ助成する。
　■特定不妊治療費助成金　1,200千円　（Ｒ２　1,200千円）

衛生費 保健衛生費 コホートピア推進費 所管課 コホートピア推進室

継続 特定不妊治療費助成金 1,200

財源内訳
その他 一般財源

1,200

継続 温泉施設送迎車両運行委託料 840 840

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 所管課 保健医療課

　市民の公衆衛生保持や高齢者の外出機会の確保のため、市内唯一の公衆浴場である温泉施設までの交通手段を確保するた
め、るもいプラザ（まちなか賑わい広場）から温泉施設までの区間において、市民を往復輸送する送迎車両を運行する。
（実証実験期間を含む）
　■温泉施設送迎車両運行委託料　840千円

　北海道医療給付事業に基づき、乳幼児の入院・通院と小学生の入院医療費を一部助成しているが、市独自に助成を拡大
し、乳幼児から中学生までの入院・通院にかかる医療費を無償化する。
　■乳幼児等医療扶助費(拡大助成分)　24,974千円　（Ｒ２　28,700千円）

新規継続/事業名/事業概要 事業費
財源内訳

国・道 地方債 その他

　特定健診等の健診結果から、ＣＫＤ（慢性腎臓病）のリスク保持者の階層化を行い、支援が必要な階層から対象者を抽出
し、健康の自己管理ができるよう指導・支援する。
　■慢性腎臓病重症化予防対策事業　2,000千円

継続 慢性腎臓病重症化予防対策事業 2,000 1,000 1,000

款
(国保)保健事業費

項
特定健康診査等事業費

目
特定健康診査等事業費

所管課 保健医療課、市民課
(後期)保健事業費 健康診査等事業費 健康診査等事業費

－ 4 －



学校教育の充実

(単位：千円)

款 項 目

社会教育の充実

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

教育費 小・中学校費 教育振興費 所管課 学校教育課

　市内小中学校に整備された児童生徒１人１台端末を有効活用するため、端末の基本的操作や授業での使い方に関するサ
ポートや授業での後方支援、活用可能な教材の紹介や、問合せ対応など、学校授業での円滑な実施を支援する。
　■ＧＩＧＡスクール支援委託料　3,570千円

教育費 社会教育費 社会教育総務費 所管課 生涯学習課

継続 子どもたちの伝統文化体験事業 641 641

　冬季スポーツ活動やレクリエーション活動の充実を図るために整備した圧雪車を活用し、小学校のスキー授業など、子ど
もたちが冬の学びや遊びを体験できる環境づくりのほか、市民の健康増進やクロスカントリーを始めとしたスキー競技にお
ける将来有望な人材の発掘・育成につなげることに加え、留萌駐屯地の訓練環境整備についても継続して推進する。
　■冬季スポーツ環境推進事業　1,957千円　（Ｒ２　36,257千円）

継続 冬季スポーツ環境推進事業 1,957

基本政策 教育・子育て

　学校・家庭・地域が連携した教育と子育て環境の充実

基本施策

●幼児教育、高等学校教育との連続性に配慮しつつ、小中９年間を見通して一貫した質の高い教育を提供する
こと
●互いに認め合い、支え合う心を育むこと
●望ましい運動習慣や食習慣を定着させること
●教職員の資質・能力を総合的に向上すること
●地域の教育力を積極的に取り入れた学校をつくること

新規継続/事業名/事業概要 事業費
財源内訳

国・道 地方債

目指
す姿

その他 一般財源

新規 ＧＩＧＡスクール支援委託料 3,570 3,570

　古くから伝わる伝統文化を体験し、豊かな心を醸成するため、茶道、華道、筝曲、和太鼓、俳句、詩吟、和食の各教室を
開催する。
　■子どもたちの伝統文化体験事業　641千円　（Ｒ２　641千円）

基本施策

●市民協働により、子どもから高齢者までの様々な学習ニーズに応える社会教育事業の推進と学習機会を拡充
すること
●子どもたちに基礎的な運動習慣が身につくよう生涯スポーツの基礎づくりに努めるとともに、身近な地域で
誰もがスポーツを楽しむことができる生涯スポーツ社会の基盤をつくること
●芸術・文化活動の促進と鑑賞機会の拡大、文化関係団体等を育成すること

新規継続/事業名/事業概要 事業費
財源内訳

国・道 地方債 その他 一般財源

1,957

教育費 保健体育費 体育施設費 所管課 生涯学習課

新規 航空自衛隊中央音楽隊招致事業負担金 1,011 1,011

教育費 社会教育費 社会教育総務費 所管課 生涯学習課

　芸術文化に対する理解と関心を深めるため、全国トップレベルの音楽演奏を鑑賞する機会を提供する。
　■航空自衛隊中央音楽隊招致事業負担金　1,011千円
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教育環境の充実

(単位：千円)

款 項 目

子ども・子育て支援の充実

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

保育士に係る保育所利用者負担額免除事業 1,000 △1,080 80

分担金及び負担金 負担金 民生費負担金 所管課 子育て支援課

21

●子どもたちの夢・希望・笑顔で満ちあふれたまちにすること
●子ども・子育て世帯が健康で豊かに生活できるまちにすること
●仕事と子育ての両立を地域社会全体で応援するまちにすること
●子どもたちが、心身ともに健康・健全に成長できるまちにすること

継続

分担金及び負担金 負担金

継続 保育士確保対策助成金 1,000 1,000

　「るもいの宝」である子どもたちが、ふるさとを愛し、勉強や遊び、体験などを通じて自ら考え行動し、将来の夢を育む
ことができるよう、地域や各団体と連携しながら「地域の学び舎」を開設する。
　■寺子屋・るもいっこ事業　2,773千円　（Ｒ２　1,822千円）

継続 寺子屋・るもいっこ事業 2,773 400 2,373

民生費 住民振興費 女性青少年費 所管課 政策調整課

事業費

財源内訳

財源内訳
国・道 地方債 その他 一般財源

6,721 6,700

新規継続/事業名/事業概要 事業費

基本施策

新規継続/事業名/事業概要

新規 緑丘小学校整備事業

教育費 小学校費 学校建設費 所管課 学校教育課

●児童生徒が安全で安心して学校生活を送ることができること
●生涯にわたり学習・文化・スポーツ活動に取り組みことができる、安全・安心で質の高い教育環境を整備す
ること
●児童生徒が登下校時に交通事故や犯罪に巻き込まれることがないよう、地域ぐるみで通学路の安全確保に努
めること
●子どもたちにとって望ましい教育環境を維持・向上させること

　建設後27～38年を経過している緑丘小学校の校舎及び屋内運動場の改修に向けた実施設計を実施する。
　■緑丘小学校整備事業　6,721千円

　同一世帯で複数の未就学児が保育所等を利用している場合において、３歳児未満で、かつ、保育料の算定で第２子として
取り扱う児童の保育所保育料を無償化する。
　■[歳入]多子世帯保育所保育料軽減事業(保育実施費負担金の減)　△8,920千円　（Ｒ２　△6,780千円）

地方債 その他 一般財源国・道

基本施策

民生費負担金 所管課 子育て支援課

多子世帯保育所保育料軽減事業 4,106 4,800 △8,920 14

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 所管課 子育て支援課

　市内の認可保育所に０歳児から２歳児までの児童を入所させ、当該保護者が市内の認可保育所に正職員の保育士として勤
務する場合において、入所する児童の保育料を全額免除することにより、保育士の働きやすい環境を整え、保育事業所にお
ける保育人材の確保を図る。
　■[歳入]保育士に係る保育所利用者負担額免除事業(保育実施費負担金の減)　△1,080千円　（Ｒ２　△1,080千円）

　保育士資格を有する者が就職に必要な費用又は保育士養成学校に入学し、保育士資格の取得を目指す学生の入学に必要な
費用について、留萌萌幼会が実施する貸付事業に対し市が上乗せで助成を行い、市内の認可保育所に正職員の保育士として
５年間従事した場合において貸付金を免除することで、保育士資格を持つ保育人材の確保を図る。
　■保育士確保対策助成金　1,000千円　（Ｒ２　1,000千円）

継続
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安全・安心な地域づくり

(単位：千円)

款 項 目

安全・安心な暮らし

(単位：千円)

款 項 目

安全・安心な都市機能

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

　平成30年７月の法面崩落発生により法面被覆（北海道）を行ってきたが、地山放置による風化や雨水の侵入により大規模
な崩落が発生することが考えられるため、崩土除去及び法面被覆を実施する。
　■塩見地区法面改修工事　17,000千円

土木費 道路橋りょう費 道路橋りょう維持費 所管課 都市整備課

新規 塩見地区法面改修工事 17,000 17,000

　橋梁個別施設計画に基づき、計画的に点検・補修を行う。
　■橋梁長寿命化事業　245,000千円　（Ｒ２　177,000千円）
　　橋梁補修工事（留萌橋）
　　橋梁点検　14橋

6,000

土木費 道路橋りょう費 道路橋りょう維持費 所管課 都市整備課

継続 橋梁長寿命化事業 245,000 138,000 101,000

　安全で快適な冬季の道路交通を確保するため、除雪機械を計画的に更新する。
　■除雪機械整備事業　33,940千円　（Ｒ２　30,745千円）
　　ロータリ/歩道　１台更新

継続 除雪機械整備事業 33,940 7,699 18,400 7,841

土木費 道路橋りょう費 除雪対策費 所管課 都市整備課

基本施策

●市民の生命・財産を守るため、インフラの老朽化対策、事前防災・減災を推進し、安全・安心な道路ネット
ワークを形成すること
●市民の生命・財産を洪水から守るための河川・ダムが整備・管理され、市民が安心して暮らせるまちにする
こと
●災害時における市の防災活動及び行政機能拠点を維持・向上させること

新規継続/事業名/事業概要 事業費

　留萌市防災備蓄計画に基づき、災害発生時における食糧や物資及び応急対策活動を円滑に行うための防災資機材を計画的
に整備する。
　■防災備蓄品・資機材整備事業　6,000千円　（Ｒ２　6,000千円）

その他 一般財源

●市民が、安心(快適)で安全な生活環境で暮らせるまちにすること
●市民の生命・財産を守るため災害に強い地域づくりをすること

新規継続/事業名/事業概要 事業費
財源内訳

国・道 地方債

財源内訳
国・道 地方債

継続 防災備蓄品・資機材整備事業 6,000 3,000

その他 一般財源

総務管理費 防災諸費 所管課 総務課

3,000

その他 一般財源

基本政策 防災・防犯

　一人ひとりの安全意識の向上と地域のつながりの一層の強化
目指
す姿

基本施策

基本施策

●思いやりとぬくもりの地域コミュニティを再生すること
●市民活動、市民参加、ボランティア活動が活発になること
●自然災害から市民の生命・財産を守れるまちにすること

新規継続/事業名/事業概要

総務費

事業費
財源内訳

国・道 地方債
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快適な住環境と自然環境

(単位：千円)

款 項 目

快適な都市機能

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

　地域公共交通活性化協議会が主体となって実施する公共交通に係る市民ニーズの把握調査やバス路線網の利用実態調査、
交通事業者の状況把握を含めた地域公共交通計画素案の策定に係る経費の一部を補助する。
　■地域公共交通調査事業補助金　4,466千円

新規 地域公共交通調査事業補助金 4,466 4,466

総務費 総務管理費 交通対策費 所管課 政策調整課

10,000

6,000

土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費 所管課 都市整備課

　第４次道路整備５カ年計画に基づき、道路を整備する。
　■地方道路等整備事業　　 60,000千円　（Ｒ２　 60,000千円）
　　住之江１号通り、大和田２号通り、開運６号通り、正覚寺通り、野本５号通り、測量設計
　■過疎対策道路整備事業　102,700千円　（Ｒ２　102,700千円）
　　南９条通り、北８条通り、測量設計

継続 道路等整備事業 162,700

新規継続/事業名/事業概要 事業費
財源内訳

国・道 地方債 その他 一般財源

新規 ごみ収集支援事業 2,512 2,512

衛生費 清掃費 塵芥処理費 所管課 環境保全課

　家庭から排出されるごみを所定のクリーンステーションへ搬出することが困難な世帯に対し、ごみ搬出時における負担の
軽減を図るため、戸別のごみ収集支援を実施する。
　■ごみ収集支援事業　2,512千円

継続 河川改修工事 10,000

　河道に繁茂する樹木等を撤去・処分し、河道内の堆積土砂を撤去する。
　■河川改修工事　10,000千円
　　マサリベツ川　Ｌ＝0.75㎞

その他

基本施策

●地球環境を守るために、自然にやさしい生活を送ること
●市民が、快適で安全な生活環境で暮らせるまちにすること
●安全で安定した水道水を供給し続けること
●持続可能な下水道事業を推進し続けること
●冬季の安全な道路環境確保のため、地域との協働による環境整備を進めること

156,700

土木費 河川費 河川費 所管課 都市整備課

国・道

基本政策 環境・都市基盤

　都市機能の効率的な集積と地域資源の利活用
目指
す姿

一般財源地方債

基本施策

●自然とまちなかの調和のとれたまちにすること
●活力と賑わいを持続できるまちにすること
●効率性と利便性の高いまちにすること
●生活拠点と観光拠点等を結ぶ道路網の充実、生活に身近な道路機能の向上や安全・安心な道路空間を確保す
るため、基盤整備を計画的に進めること
●公園緑地や街路樹、花など緑を大切にし、また、公園施設の老朽化対策を推進し、安全で安心な都市環境を
形成すること
●森林や緑地に親しむ機会が増し、潤いとゆとりの都市空間があるまちにすること
●市民に愛され、親しまれる港があるまちにすること
●道北圏域を含めた物流と地域経済が活発なまちにすること
●地域産業が元気で、地域経済が活発なまちにすること

新規継続/事業名/事業概要 事業費
財源内訳
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(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

款 項 目

継続

地方債 その他

　公営住宅等長寿命化計画に基づき、公営住宅の外部改修、給排水管改修、用途廃止を実施する。
　■公営住宅ストック総合改善事業　138,837千円　（Ｒ２　119,400千円）
　　外部改修：末広町ポプラＢ１棟24戸、平和台木造平屋３棟６戸
　　給排水管改修：あかしあ８・９号棟
　　解体：沖見町４棟16戸
　　移転：沖見町５件

継続 公営住宅ストック総合改善事業 138,837 56,080

土木費 都市計画費 公園管理費

住宅費 住宅管理費 所管課 建築住宅課

60,800 6,300

事業費
財源内訳

40,000

　背後圏の物流需要に応じた物流拠点港としての役割を果たすため、港内静穏度の向上や必要水深の確保など、安全性を確
保するために計画的に整備する。
　■直轄港湾整備事業管理者負担金　40,000千円　（Ｒ２　43,500千円）
　　外港南防波堤改良（消波ブロック製作）、外港西防波堤改良（消波工、上部工、胸壁工）、古丹浜航路埋没対策（調
　　査設計）

20,000

　公園施設長寿命化計画に基づき、計画的に公園施設の修繕・改築を行う。
　■公園施設長寿命化事業　11,900千円　（Ｒ２　33,000千円）
　　街区公園（もみじ公園、ほりかわ公園、昭和公園、平和台公園）の遊具更新：滑り台４基、ブランコ３基、鉄棒１基

継続 港湾施設改修工事 30,000 10,000

継続 公園施設長寿命化事業 11,900 11,900

土木費

土木費 港湾費 港湾建設費 所管課 経済港湾課

15,657

　道北地域の物流拠点港として、安全な離着岸、荷役作業の安全作業のため、保安設備を改修する。
　■港湾施設改修工事　30,000千円　（Ｒ２　31,500千円）
　　北岸・古丹浜：SOLAS埠頭保安設備更新（カメラ、拡声設備、無線設備等改修）

所管課 都市整備課

土木費 港湾費 港湾建設費 所管課 経済港湾課

40,000直轄港湾整備事業管理者負担金

新規継続/事業名/事業概要
国・道

経済港湾課

継続 商店街振興組合連合会振興対策事業費補助金

一般財源

1,000

　商店街商業者及び各商店街振興組合の振興を図るため、商店街振興組合連合会が実施する事業支援等に要する経費を助成
する。
　■商店街振興組合連合会振興対策事業費補助金　1,000千円　（Ｒ２　1,000千円）

1,000

商工費 商工費 商工振興費 所管課
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その他の事務

(単位：千円)

款 項 目

款 項 目

　市政運営において民間企業が有する知識や柔軟な発想を活かすため、民間人材の採用を検討するなど、民間感覚を取り入
れた新たな施策を積極的に展開する。
　また、専門知識を持つ優秀な人材を活用するため、スポーツアスリートなどのセカンドキャリアを推進し、地域へのス
ポーツ指導や、新たなスポーツ振興施策を展開できる受け入れ環境づくりを検討する。
　■民間企業等との人材交流検討事業　＜ゼロ予算事業＞

所管課 政策調整課

新規 民間企業等との人材交流検討事業

基本政策 その他の事務

基本施策

その他 一般財源
新規継続/事業名/事業概要 事業費

財源内訳
国・道 地方債

　船場公園、道の駅、商店街等との連携による「まちの拠点」づくりと、駅周辺地区の再生に向けて、社会教育機能を有す
る新たな公共施設の整備について、官民連携による検討協議を実施する。
　■公共施設官民プロジェクト事業　3,957千円　（Ｒ２　3,000千円）

継続 公共施設官民プロジェクト事業 3,957 3,957

総務費 総務管理費 企画調整費 所管課 政策調整課
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